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令和 2 年度 堺市民経済計算の推計結果について 

 

このほど、令和 2 年度堺市民経済計算の推計結果をまとめましたので、お知らせします。 

市民経済計算は、国民経済計算の基本的な考え方や仕組みに基づき、1 年間の経済活動を生産、分配、支出

の面から総合的にとらえ、市の経済規模、産業構造、所得水準等を明らかにするものです。 

推計結果の詳細は、市ホームページ「令和 2 年度 堺市民経済計算」に掲載しています。 

（https://www.city.sakai.lg.jp/shisei/tokei/gdp.html） 

なお、市民経済計算は、国民経済計算や県民経済計算の数値を用いて推計するため、公表時期は推計年度の

おおむね 2、3 年後になります。 

 

 

■令和 2 年度堺市民経済計算の概要 

1 市内総生産 

本市の市内総生産は名目で 3 兆 4807 億円、物価の変動を除いた実質で 3 兆 3819 億円です。 

経済成長率は令和元年度に比べ名目で 5.9％増加、実質で 5.1％増加しました。 

  

経済成長率（実質）、市内総生産額（実質）の推移 

  
（10 億円） 

https://www.city.sakai.lg.jp/shisei/tokei/gdp.html


 

（％） 

市内総生産、府内総生産、国内総生産の推移 

 

2 市民所得 

本市の市民所得は 2 兆 6489 億円で、令和元年度に比べ 1.6％増加しました。 

・市民所得の内訳では、市民雇用者報酬が 0.9％減少、財産所得が 3.6％減少した一方、企業所得が

8.2％増加しました。 

・一人当たり市民所得は 320 万 6 千円で、令和元年度に比べ 1.9％増加しました。 

なお、市民所得とは、企業所得なども含めた市全体の所得水準を示す指標で、個人の年間所得とは異なりま

す。 

市民所得、市民所得増加率の推移 
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担 当 課：市長公室 政策企画部 調査統計担当 

電 話：072-228-7450 

フ ァ ッ ク ス：072-222-9694 

 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度

実数（10億円）

名目

市内総生産 2,802.8 2,867.3 2,858.3 3,141.5 3,216.9 3,111.0 3,429.7 3,292.6 3,286.7 3,480.7

府内総生産 38,264.1 37,620.0 37,993.0 38,754.9 40,073.8 40,106.9 41,407.3 41,741.3 41,313.2 39,720.3

国内総生産 500,046.2 499,420.6 512,677.5 523,422.8 540,740.8 544,829.9 555,712.5 556,570.5 556,836.3 537,561.5

実質

市内総生産 2,962.1 3,048.0 3,079.6 3,296.2 3,203.3 3,072.1 3,369.2 3,241.2 3,218.9 3,381.9

府内総生産 39,321.5 38,840.1 39,283.7 39,116.5 40,125.6 40,104.8 41,330.7 41,475.9 40,780.1 38,892.1

国内総生産 514,686.7 517,919.3 532,072.3 530,195.3 539,413.5 543,479.1 553,173.5 554,546.3 550,131.0 527,388.4

対前年度増加率（％）

名目

市内総生産 - 2.3 △ 0.3 9.9 2.4 △ 3.3 10.2 △ 4.0 △ 0.2 5.9

府内総生産 - △ 1.7 1.0 2.0 3.4 0.1 3.2 0.8 △ 1.0 △ 3.9

国内総生産 - △ 0.1 2.7 2.1 3.3 0.8 2.0 0.2 0.0 △ 3.5

実質

市内総生産 - 2.9 1.0 7.0 △ 2.8 △ 4.1 9.7 △ 3.8 △ 0.7 5.1

府内総生産 - △ 1.2 1.1 △ 0.4 2.6 △ 0.1 3.1 0.4 △ 1.7 △ 4.6

国内総生産 - 0.6 2.7 △ 0.4 1.7 0.8 1.8 0.2 △ 0.8 △ 4.1

資料：内閣府「2021（令和3）年度国民経済計算年次推計（2015年基準・2008SNA）」、大阪府「大阪府民経済計算（令和2年度）」


